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令和４年度
予 算 規 模

R2年度補正
特別定額給付金を除き

過去最大規模82億2,643万円

一般会計補正額

 一般会計総額 501億5,635万円

 特別会計補正額 3億1,021万円

 企業会計補正額 2億5,980万円

 特別会計・企業会計総額 281億9,950万円

全会計総額 783億5,585万円
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◎コロナ・物価高への対策

１．プレミアム付電子商品券

２．庁舎７階フリースペース改修

３．証明書自動交付機（キオスク端末）購入

４．物価・燃料費等高騰対策

◎ソフト事業の強化

１０．ふるさと納税

１１．市ホームページリニューアル

１２．ビッグデータ・人流解析ソフト導入

１３．飼い主不明猫避妊手術費用助成補助金

１４．学校施設整備基金積立金

◎インフラ整備、公共施設改修

５．道路維持・生活関連道路等整備

６．東山西田原線道路整備効果検討

７．公園トイレ洋式化

８．倉知小学校複合化（基本設計）

９．小中学校ＬＥＤ化

持続可能な「ちょうどいいまち関市」
～さらなる市民生活の向上を目指して～



１．プレミアム付電子商品券 2億6,633万円

＜背景・目的＞

新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰等の影響により落ち込んだ地域経済

や市民生活への支援として電子商品券を発行し、地域経済を回復させることを目的としま

す。また、感染防止対策の一環としてキャッシュレス決済を推進するものとし、国が進める

DX化の足掛かりとしての実証事業となります。

企画広報課 NEW

＜利用イメージ図＞
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◎コロナ・物価高への対策

＜事業概要＞

発行総額 2億4,000万円 （80,000セット 場合により抽選）

発行概要 １セット3,000円分の電子商品券を2,000円で販売
１人２セットまで ※プレミアム率50％

購入対象者 関市内在住者

利用できる店舗 関市内の店舗 ※今後募集を開始
（参考：せきチケ登録店750店舗）

購入申込 令和4年11月から1か月（予定）

販売期間 令和4年12月から1か月半（予定）

利用期間 令和4年12月から3か月（予定）

スマホやタブレットから専用アプリ等で購入できる電子商品券を発行します。



２．庁舎７階フリースペース改修 4,200万円

＜背景・目的＞

レストランとしての役目を終えた庁舎７階のスペースを活用して、市民の憩いの場、市民

や職員の昼食場所として利用するとともに、密を避けるなどのコロナ対策でもあるフリーア

ドレスオフィスなど、新しい多様な働き方が可能なスペースへ改修することを目的とします。

＜事業概要＞

公園エリア、ソロワークエリア、カフェエリア（すべて仮称）の３つのゾーンに区画し、市民

の憩いの場となるスペース、市民や職員の昼食スペース、業務内容によって多様な働き

方が可能となるスペース、ＷＥＢ会議などで活用する個室ブースなどあらゆる利用が可能

なフリースペースを整備します。

管財課 NEW

＜完成イメージ図＞

＜効 果＞

改修により、市民の憩いの場を確保することができるととも

に、オンラインミーティング、フリーアドレスオフィスなどの、コ

ロナ過から学んだ今後の新しい多様な働き方にも柔軟に対

応することが可能となります。
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◎コロナ・物価高への対策



３．証明書自動交付機（キオスク端末）購入 636万円

・来庁者の証明書交付に要する滞在時間を大幅に短縮できます。

・非接触で一連の発行業務ができるので、感染症対策になります。

・次回から、証明書のコンビニ交付ができるよう促すことができます。

・各フロアの担当課が行っている外来者コピーの業務を削減することができます。

４．物価・燃料費等高騰対策 1億1,761万円

市民課 NEW

都市計画課他 NEW

 物価・燃料費等の高騰により、電気料等の増額分に対する指定管理者等への補助

や、小中学校等の給食材料費の増額分を市が負担し、現在の給食費を維持します。

・自主運行バス、地域内バス運行事業及び指定管理者支援 6,312万円

・公立保育園及び学校給食センター給食費高騰対策 5,449万円

 庁舎内において市民がマイナンバーカードにより証明書の交付を受けたり、コピーで

きる端末を設置します。これにより、申請者からの手数料徴収、証明書の交付まで

全て無人で対応することができるため、申請書を書く手間や窓口での待ち時間を削

減できます。
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3. 証明書自動交付機

4. 物価・燃料費等高騰対策
（給食費高騰対策）

◎コロナ・物価高への対策



＜事業概要＞

・工事期間 令和４年10月 ～ 令和５年３月（予定）

・工事内容 既設トイレ撤去

トイレ新設（建築工事、電気設備工事、排水設備工事など）

・工事場所 弥生公園、東本郷公園、吉野公園、関口公園、四季ノ台公園

７．公園トイレ洋式化 5,000万円

 生活関連道路を中心に、傷んだ舗装や側溝の補修及び道路区画線の舗装を行います。

・舗装補修 32路線、側溝補修 7路線

土木課 UP

都市計画課 NEW

５．道路維持・生活関連道路等整備 2億7,360万円

６．東山西田原線道路整備効果検討 3,100万円
都市計画課 NEW

 未工事区間約1.2ｋｍについては、津保川を渡河する橋梁整備など、これまで以上に

事業費を要することとなります。費用対効果の観点からも当該道路の整備効果を

様々なスキームから評価する必要があることから、本業務において、定量的な評価

に加え、生産性向上、安全・安心及び生活の質の向上など、ストック効果にかかる整

理と評価を行います。

6. 東山西田原線道路整備

＜背景・目的＞

＜効 果＞

現在、和式トイレである18か所の公園トイレを、順次洋式トイレに改修します。今年度は

5か所のトイレ建替工事を行います。

改修工事により施設の機能性、利便性や快適性が向上します。
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◎インフラ整備、公共施設改修

東山西田原線 位置図



 倉知小学校校舎は、昭和４７・４８年度建築（昭和５３年度増築）、倉知ふれあいセン

ターは昭和４０年度建築（平成４年度増築）であり、老朽化が進んでいます。

 平成２８年３月策定の関市公共施設再配置計画に基づき、持続可能な公共施設

サービスの実現に向けた倉知小学校と倉知ふれあいセンターの複合化に向け、基

本設計業務を行います。

教育総務課 NEW

８．倉知小学校複合化（基本設計） 3,300万円

9. 小中学ＬＥＤ化

９．小中学校ＬＥＤ化 2億974万円

＜背景・目的＞

教育総務課 NEW
8. 倉知小学校複合化

＜事業概要＞

＜効 果＞
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学校施設環境改善交付金及び市債を活用し、小中学校の照明設備（LED化）及び空調

設備を改修します。

着工予定 令和４年度

工事期間 令和４年１１月 ～ 令和５年３月（予定）

工事内容 ・小中学校照明設備改修工事

安桜小学校、旭ヶ丘小学校、富岡小学校、田原小学校、下有知小学校、

金竜小学校、桜ヶ丘中学校、小金田中学校

・洞戸小学校空調設備改修工事

照明設備及び空調設備の改修により、児童生徒の学習環境の快適性が向上し、さらな

る教育環境の充実を図ります。

◎インフラ整備、公共施設改修



１０．ふるさと納税 11億5,504万円

＜背景・目的＞

ふるさと納税寄附受入見込額を20億円→40億円とし、当該事業にかかる事務費及びPR

費を計上します。

企画広報課 UP

（寄附額 40億円）

＜事業概要＞

関市ふるさと納税は、昨年度約41億円を集め、県下1位、東海3県1位、全国26位となりました。

＜効 果＞

関市ふるさと納税寄附受入額増、及び地域産業振興

今年度（4月～7月）の寄附受入額におい
て、前年同時期対比+15%の寄附が集まって
いることから、昨年同等の歳入があると予
測し、それに準ずる事務費とPR費を計上し
ます。PRについては、返礼品の出品数が
今年度2,000品に到達する見込みのため、
個々の返礼品の特長をしっかりと謳うため、
動画制作サービスのプラットフォームを返
礼品提供事業者等に提供することで、動画
を使った返礼品PRを促進します。
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◎ソフト事業の強化



１１．市ホームページリニューアル 1,970万円

 現在の市ホームページは、パソコン以外の端末の場合、画面サイズに応じてページ

が最適化されないなど、十分な対応ができていないため、デザインやカテゴリの分類

等を時代に適合するよう見直し、誰もが見やすく分かりやすいサイト構成とします。

新たなホームページは、令和5年10月より開設を予定しています。

企画広報課 UP

１２．ビッグデータ・人流解析ソフト導入 766万円

 関市が保有しているデータを有効活用し、根拠に基づく政策立案（EBPM）などを推進

するために、効率的に複雑な専門的分析を行うことのできるソフトを導入します。

行政情報課 NEW

11. 市ホームページリニューアル

１３．飼い主不明猫避妊手術費用助成補助金 10万円
環境課 NEW

 市内の飼い主不明猫の頭数を減らすために、不明猫を対象に避妊手術費用の一部を

補助します。県下では、岐阜市ほか２市２町が実施。 補助額 雄4,000円雌6,000円
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12. ビッグデータ・人流解析

◎ソフト事業の強化

また、行政が通常得ることのできないビッグデータ（人流データ）を人流解析システム

により収集・効果測定・評価を行い、効果的な行政運営を図ります。

・ビッグデータ分析ソフト ・人流解析システム



１４．学校施設整備基金積立金 50億円

＜背景・目的＞

関市学校施設整備基金として運用し、市内学校施設の改築、改修及び維持修繕費等の

財源に充てることを目的とし、設置します。

＜事業概要＞

令和45年度までの学校施設長寿命化計画に基づき、校舎等の長寿命化改修工事や大規

模改修工事等を長期的に進めていく方針であり、校舎等の改築工事も含め、今後10年間の

学校施設整備に必要とされる費用の財源を確保するために、基金への積立を行います。

教育総務課 NEW

＜効 果＞

関市学校施設整備基金の継続的な運用により、安定的な

財源確保を図ることで、長寿命化改修工事をはじめとした、

学校施設の改築、改修及び維持修繕等の長期的かつ計画

的な実施につなげ、安心安全な教育環境の確保を堅持して

いきます。
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○　主な基金の推移　 （単位：百万円）

多額の費用が必要なものの財源に充てるため、地方自治体が、政府・地方公共団体

金融機構・銀行などから調達する長期的な借入金を「地方債」といい、市が調達する資

る資金が「市債」です。いわゆる市の借金です。

るもので、その元利償還金については、発行可能額に対して、後年度に全額交付税

で措置されます。
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◎ソフト事業の強化


